
単位：千円

（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流動資産 8,220,872 流動負債 4,481,143

　現金及び預金 1,611,831 　買掛金 2,709,073
　受取手形 1,303,603 　短期借入金 200,000
　売掛金 4,116,358 　未払費用 213,720
　商品及び製品 86,308 　前受金 55
　半製品及び仕掛品 928,146 　預り金 40,383
　未収入金 50,988 　賞与引当金 336,920
　その他 208,774 　未成工事受入金 802,927
　貸倒引当金 △85,138 　未払法人税等 103,579

　未払消費税 61,821
固定資産 1,012,891 　その他 12,661
　有形固定資産 (288,022)

　建物及び構築物 101,186 固定負債 163,481
　工具、器具及び備品 27,922 　代理店保証金 158,073
　土地 158,912 　役員退職慰労引当金 5,407

　無形固定資産 (205,895) 負　債　合　計 4,644,625
ソフトウエア 55,551 （純　資　産　の　部）
その他 150,344 株主資本 4,589,139

　資本金 400,000
　投資その他の資産 (518,974) 　資本剰余金 1,964,265

　連結出資金 6,000 　資本準備金 342,097
　長期預け金 93,769 　その他資本剰余金 1,622,167
　繰延税金資産 70,631 　利益剰余金 2,224,873
　その他 348,573 　利益準備金 3,300

　その他利益剰余金 2,221,573

純　資　産　合　計 4,589,139
資　産　合　計 9,233,764 負　債　純　資　産　合　計 9,233,764

貸 借 対 照 表

（2024年 3月 31日現在）
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式………………………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
（２）棚卸資産………………………総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

建 物 ……………………定額法
その他の有形固定資産……………………定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く ）………定額法
（３）リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．重要な引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末までに発生して
いると認められる額を計上しております。

（３）製品保証引当金
製品保証に伴う費用の支出に備えるため、保証期間内の販売済製品については、過去の実績率に基
づいて計算したアフターサービス費用を、特定の製品については個別に検討した補修に必要な見積
り額を計上しております。

（４）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（9年）によ
り定額償却しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（9年）
により、発生の翌事業年度より定額償却しております。

（５）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(６）工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備える為、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積も

ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

工事に係る収益は、主に顧客との請負契約に基づいて工事の完成をする履行義務を負っております。

当該履行義務は、一定期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応

じて工事進行基準により収益を認識しております。

ただし、一定期間にわたり充足される履行義務のうち、履行義務を充足すると見込まれる時点まで

の期間がごく短い場合、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基
づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き
渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡
時点で収益を認識しております。
保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて保守
サービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の期間にわたり履行 義務
を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。
また、顧客に対して支払う価格下落の補償や販売リベートを売上高から控除しています。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。

2023年 4月 1日から
2024年 3月 31日まで
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 178,158千円

２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 356,620千円

短期金銭債務 0千円

損益計算書に関する注記

３. 関係会社との取引高

営業取引の取引高

売上高 55,746千円

仕入高 0千円

営業経費 0千円

営業取引以外の取引 18千円

資産・負債の譲渡高 0千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数
普通株式 8,000株

２．配当に関する事項
（1）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2024年6月19日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の通り提案
しております。

①配当金の総額 171,857,120円
②１株当たり配当額 21,482.14円
③基準日 2024年3月31日
④効力発生日 2024年6月20日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な要因は、賞与引当金、前払年金及び繰延欠損金等であります。

リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している設備（電子計算機ほか）があります。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 573,642円 37銭
２．１株当たり当期純利益 42,964円 27銭

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上」に記載の通りであります。
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